
令和3年度文化芸術振興費補助金

地域と共働した博物館創造活動支援事業

関係書類手引書

必ずお読み下さい。

○提出期限：交付申請書 令和 3年 4月23日（金）（必着）
実績報告書類 令和 4年 4月上旬

○提出 及び お問い合わせ先
地域と共働した博物館創造活動支援事業事務局（株式会社ＫＮＴビジネスクリエイト内）

〒160-0023 東京都新宿区西新宿８－１４－２４ 西新宿ＫＦビル３階
[電 話] 0570-550-847                      [FAX] 03-6730-6029
[E-mail] kbc-cluster@gp.knt.co.jp
[対応時間] 平日10:00～17:00（土日祝及び年末年始 休み）

※提出方法は、事務局メール宛＜kbc-cluster@gp.knt.co.jp＞にデータのみ。
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４.【採択後の手続・留意事項】
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５.【交付申請関連】

１．様式第1 交付申請書

17

文化庁としては代表者の押印の
必要はありません。
実行委員会において必要な場合は
押印をさまたげるものではありません。



5.【交付申請関連】

2．様式１ 実施計画書
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5.【交付申請関連】

3．別紙1 実行委員会概要
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5.【交付申請関連】

4．別紙2 実行委員会規約及び会計規則・役員等名簿
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5.【交付申請関連】

5．別紙3 全体企画書
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5.【交付申請関連】

6．別紙4 事業計画書
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5.【交付申請関連】

7．別紙5 実施日程表
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5.【交付申請関連】

8．別紙6 開催事項等一覧
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5.【交付申請関連】

9．別紙7 会議出席者・講師・指導者・調査者・昭へい者等名簿
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5.【交付申請関連】

10．別紙8 作成事項等一覧
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5.【交付申請関連】

１1．別紙9 全体経費計算書
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5.【交付申請関連】

１2．別紙10 明細書（主たる事業費）
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5.【交付申請関連】

１3．別紙10 明細書（事務費）
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5.【交付申請関連】

１4． 別紙11 国宝・重要文化財リスト
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5.【交付申請関連】

１5．別添 補足票
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5.【交付申請関連】

１6．別添 チェックリスト
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5.【交付申請関連】

１7．過去の実績について
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6.【振込依頼関連】

１．振込依頼書について

２．提出書類、提出締切日

３．作成のご注意

振込依頼書は、全ての申請実行委員会が作成し、提出する必要があります。

（１）提出書類
・「振込依頼書」

（２）提出締切り日、提出及び問合せ先

【締切り日】 令和３年４月23日（金）必着
【提出 及び 問合せ先】
地域と共働した博物館創造活動支援事業事務局（株式会社KNTビジネスクリエイト内）
〒160-0023 東京都新宿区西新宿８－１４－２４ 西新宿ＫＦビル３階
[電 話] 0570-550-847  [FAX] 03-6730-6029
[E-mail] kbc-cluster@gp.knt.co.jp
[対応時間] 平日10:00～17:00（土日祝及び年末年始 休み）

（１）交付申請書（以下、「申請書」という。）に記入した実行委員会名、代表者役職、代表者氏名を
正確にご記入ください。
理由なく申請書との相違がある場合、再度提出をお願いする場合があります。

（２）通知送付先に関わらず、すべての項目を記入ください。

（３）口座名義表面の漢字、裏面のカタカナは、通帳届出どおりに正しくご記入ください。
カタカナは全部が印字されていない場合もあります。

実行委員会以外の名義による口座は、特段の理由がない限り、認められません。
補助金は、文化庁から直接、補助事業者（実行委員会事務局）が開設する銀行口座（利子が生
じないもの）に支払います。
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6.【振込依頼関連】

4．振込依頼書 記入例
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【概算払の要件 】

● 事業者の資金繰りが逼迫していることにより、全額の立替ができない事業
● 事業完了後にすみやかに実績報告書を提出し、額の確定が行える実行委員会

１．概算払希望について

２．提出書類、提出締切日

（１）提出書類

・「資金繰り表」

（２）提出締切り日、提出及び問合せ先

【締切り日】 令和３年６月２８日（月）必着
※概算払を希望しない場合、提出は不要です。

【提出 及び 問合せ先】
地域と共働した博物館創造活動支援事業事務局（株式会社KNTビジネスクリエイト内）
〒160-0023 東京都新宿区西新宿８－１４－２４ 西新宿ＫＦビル３階
[電 話] 0570-550-847  [FAX] 03-6730-6029
[E-mail] kbc-cluster@gp.knt.co.jp
[対応時間] 平日10:00～17:00（土日祝及び年末年始 休み）

※概算払を希望する場合のみ上記書類の提出が必要となります。

支援金の支払は、原則、事業完了を受けて提出された実績報告書に基づいて、最終審査し、額の確定を
行った上で精算払として支払われます。
ただし、以下の要件の全てに該当する場合については、事業完了前に概算払を請求することが可能です。

なお、概算払は国の会計制度の特例となるため、関係省庁との協議が必要となります。
協議の状況により、事業者へ支援金が支払われるまでには相当の時間を要する上、必ずしも概算払でき

るとは限りませんので、ご承知おきください。また、概算払をする時期についても関係省庁との協議の状
況により前年度と同様の日に支払われるとは限りませんので、予めご了承願います。

7.【概算払申請関連】

概算払いを希望する場合のみ、お読みください。

36



7.【概算払申請関連】

３．資金繰り表作成について

■ 資金繰り表作成要領
本調書の目的は、概算払を行わないと事業が実施できないことを協議先の関係省庁に示すことにあり

ます。
したがって、様式には支援金に係る月別の支出を明記し、きちんとした支出計画が立てられていること

が必要になります（P40 記入例参照）。

（１）共通事項

● この調書には、支援金の申請額の金額分のみの資金計画を作成してください。
本事業以外の支援金・助成金、その他収入、自己負担金（以下、「自己負担等」という。）を
含めないこと。

● 自己負担等額は計上せず、支援金のみを計上してください。

● 申請書において申請した費目と同じ名称の費目がない場合は、一番近い（と思われる）費目の
いずれかに当てはめて計上してください。

● 支援金は全額概算払で行い 「出納整理期（精算払）」欄は 「０」 としてください。

（２）収入の部

※１…４月～９月の支払（予定）分は、「自己資金融通」、「銀行等からの借入金」、「その他」

のいずれかに記入すること。

※２…支援金の申請額をもとに、支援金の概算払を受けるまでの立て替え分に相当する収入を

記載すること（自己負担等を含めないこと）。

※３…概算払の予定は、１０月に記載すること。

※４…支援金の申請額と同額となるようにすること。

（３）支出の部

※１…申請書に記載した事業内容に従って、支出計画をたてること。

※２…該当する費目に、支援金の申請額をもとに、支援金の立て替え分に係る支出計画を

記載すること（自己負担等を含めないこと）。

※３…千円未満は原則四捨五入し、合計欄で整合性をとること。

※４…前月までの立て替え額の総額を記載すること（９月までの支出合計）。
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7.【概算払申請関連】

４．概算払申請後の流れについて

● 関係省庁との協議の結果、概算払の審査が完了した実行委員会には、後日 「概算払請求書」 を

発送いたします。

● 概算払請求書記入例に関しましては、以下の地域と共働した博物館創造活動支援事業専用
ホームページからダウンロードできます。
※提出書類については、以下の地域と共働した博物館創造活動支援事業専用ホームページ

からダウンロードできます。
【URL】 https://www.chiikitokyodo.bunka.go.jp/

● 審査の結果、申請が受理されなかった実行委員会につきましては、後日事務局よりご連絡いたします。

５．参考条文

■会計法（昭和二十二年法律第三十五号）抄

第二十二条 各省各庁の長は、運賃、傭船料、旅費その他経費の性質上前金又は概算を以て
支払をしなければ事務に支障を及ぼすような経費で政令で定めるものについては、前金払
又は概算払をすることができる。

■予算決算及び会計令（昭和二十二年四月三十日勅令第百六十五号）抄
（概算払のできる経費の指定）

第五十八条 会計法第二十二条の規定により概算払をすることができるのは、次に掲げる
経費に限る。ただし、第三号から第六号までに掲げる経費について概算払をする場合に
おいては、各省各庁の長は、財務大臣に協議することを要する。

一 ～ 二（略）

三 委託費

四 ～ 六（略）

38
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7.【概算払申請関連】

６．資金繰り表 記入例
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8.【請求書（概算払）】
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9.【実績報告関連】

・提出書類、提出締切日

（１）提出書類
・「様式第6 実績報告書」
・「別紙1 実行委員会概要（実績）」
・ 「別紙2-1 実行委員会役員等名簿」
・「別紙3 全体報告書」
・「別紙4 全体経費計算書」
・「別紙5 事業別報告書」
・「別紙6 明細書（主たる事業費）」
・「別紙6 明細書（事務費） 」
・ 「別添 補足票」
・ 「別添 連絡担当者について」
・「別添 チェックリスト」

※提出書類については、以下の地域と共働した博物館創造活動支援事業専用ホームページ
からダウンロードできます。

【URL】 https://www.chiikitokyodo.bunka.go.jp/

（２）提出締切り日、提出及び問合せ先

【締切り日】 令和4年4月上旬
【提出 及び 問合せ先】
地域と共働した博物館創造活動支援事業事務局（株式会社KNTビジネスクリエイト内）
〒160-0023 東京都新宿区西新宿８－１４－２４ 西新宿ＫＦビル３階
[電 話] 0570-550-847 [FAX] 03-6730-6029
[E-mail] kbc-cluster@gp.knt.co.jp
[対応時間] 平日10:00～17:00（土日祝及び年末年始 休み）

https://www.chiikitokyodo.bunka.go.jp/
mailto:kbc-cluster@gp.knt.co.jp
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9.【実績報告関連】

1．様式第6 実績報告書
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9.【実績報告関連】

2．別紙1 実行委員会概要（実績）
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9.【実績報告関連】

3．別紙2-1 実行委員役員等名簿
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9.【実績報告関連】

4．別紙3 全体報告書
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9.【実績報告関連】

5．別紙4 全体経費計算書
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9.【実績報告関連】

6．別紙5 事業別報告書
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9.【実績報告関連】

7．別紙6 明細書（主たる事業費）
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9.【実績報告関連】

8．別紙6 明細書（事務費）
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9.【実績報告関連】

9．別添 補足票
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9.【実績報告関連】

9．別添 連絡担当者について
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9.【実績報告関連】

10．別添 チェックリスト



10.【様式第3 計画変更承認申請書】

53

事業計画の変更は、交付決定後に提出をお願い致します。

今般のコロナウィルスの影響によって予定していた事業を実施できない等
の諸事情があると思われますが、これらを踏まえた事業内容の変更は、
「交付決定後」にまとめて行う予定としております。

日付は事業期間内としてください。
事業期間外の提出は受付できませんので、
必ず事業期間内に提出してください。

補助対象経費の２０％以上を変更する場合や事業内容の大きな柱の
取りやめ・変更を伴うものは計画変更の相談を事務局に行ってください。



11.【様式第4 交付申請の取下げ書】

54

日付は事業期間内としてください。
事業期間外の提出は受付できませんので、
必ず事業期間内に提出してください。



12.【成果報告書】

55



56



57



58


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	スライド番号 42
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	スライド番号 48
	スライド番号 49
	スライド番号 50
	スライド番号 51
	スライド番号 52
	スライド番号 53
	スライド番号 54
	スライド番号 55
	スライド番号 56
	スライド番号 57
	スライド番号 58
	スライド番号 59

